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リード文

行政官や研究者が領域横断的な社会問題に取り組む際、科学的な判断を実際の問題解決に結びつ

けることができる広範な能力が必要とされる。つまり、特定分野の専門知識に加えて、様々な物事

を科学的に考えるための科学リテラシーが、現代社会が抱える諸問題の解決の鍵を握っているので

ある。科学リテラシーの必要性は今後いっそう増してゆくであろう。しかしながら、従来の日本で

は、物事を科学的に考え、政策などの社会貢献につなげるための研究方法論の教育は十分であった

とは言い難い。従って、「政策のための科学」の推進においては、科学と社会を結びつける能力を

持つ人材の育成が急務である。本節では、科学と社会を結びつける能力を「政策のための科学リテ

ラシー」と呼び、そのフレームワークを紹介する。具体的には、看護師の離職に関する研究を事例

として取り上げ、９ステップに分けて解説をする。
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本文

欧米では、過去 10 年に亙り、政策のための科学が積極的に推進されてきた。代表的なものと
して、米国 NSFのダッシュボード*1 、豪州の SRP*2 、フランスの SGMAP*3 などが挙げられる。
大学における教育プログラムとしては、ミシガン大学の Science, Technology, and Public Policy
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*1https://labs.data.gov/dashboard/offices

*2http://www.science.gov.au/scienceGov/ScienceAndResearchPriorities/Pages/default.aspx

*3http://www.modernisation.gouv.fr/en/our-activities/evaluating-public-policy

1

https://labs.data.gov/dashboard/offices
http://www.science.gov.au/scienceGov/ScienceAndResearchPriorities/Pages/default.aspx
http://www.modernisation.gouv.fr/en/our-activities/evaluating-public-policy


Program*4や、カリフォルニア大学サンディエゴ校の Science Policy Internship Program*5が、よく

知られている。

英国の University of Sussex Science Policy Research Unit は、エネルギー、産業経営・経済など
の分野で大きな成果を上げると共に、ハーバードで大学との共同の科学技術による防衛政策に関す

る研究でも注目されている*6。欧州でも、The United Nations University Maastricht Economic and
Social Research Institute on Innovation and Technology*7をはじめ、ノルウェーのオスロ大学*8が科

学技術に基づく政策や、技術を発展させる科学的政策に関する研究を積極的に推進し、数多くの発

表に結びついている。なお、日本では、CRDSの国内外教育研究プログラム調査（2017年）によ
ると、少なくとも 43の大学研究機関が科学技術イノベーション政策に取り組んでいる*9。

21世紀も 20年余りも経過した現在、科学的根拠の無い政策の施行は許される時代ではなくなり
つつあるとはいえ、日本の大学における科学リテラシーの教育自体は旧態依然であると言わざる

を得ない。欧米では、主要な研究大学の学部だけではなく進学高校にも“scientific thinking”に関
する授業が設定されている*10。また、北米の学生を選抜する大学入試（SAT=学問適性試験）も、
丸暗記ではなく、エビデンスに基づいて結論を導き出せるか、論理的な能力を測ることに主眼が置

かれている。他方日本においては、主要な研究大学ですら、「科学的思考」、「科学方法」「科学リテ

ラシー」に関する授業をほとんど開講していない。また、そうした教科教育を対象とする研究自体

も、中等教育における理科教育を念頭に置いたものが圧倒的多数を占めており、高等教育レベルの

文脈で論じたものは管見の限り見られない。だからこそ、SciREXの存在意義は大きいと言える。
とはいえ、科学リテラシーが扱う領域は、狭義の科学に限定される訳ではない。科学リテラシー

は、狭義の科学（自然観察や実験等の手法によって原理・法則を見いだす自然科学、cf.尾身, 1996）
の概念や手法の知識・理解にのみ焦点を当てるものではなく、科学的な根拠に基づく政策の策定な

ど、社会全体も研究対象とするものである。言い換えれば、「政策のための科学」も科学リテラシー

の重要な一翼を担っているのである。そうした「政策のための科学」では、社会貢献につながる科

学的な研究方法論の習得が重要になる。米国では、この研究方法論が、3歳から 6歳の児童を対象
とした教育カリキュラムに意図的に組み込まれている*11 。ただし、「政策のための科学」の教育に

積極的な米国においても、政策のすべてが科学的な根拠に基づいている訳ではなく、反科学的な政

治家や市民も多数存在する。それでも、「エビデンスに基づく政策」というコンセンサスが行政官

に浸透していることは確かで、「政策のための科学」の教育が殆ど行われていない日本とは対照的

である。

以上から、科学リテラシーは「科学に関するリテラシー」ではなく、「政策のための科学的思考

*4http://fordschool.umich.edu/stpp; cf. http://ihpi.umich.edu/csp
*5http://aip.ucsd.edu/programs/ucdc/spip.html

*6http://www.sussex.ac.uk/Units/spru/hsp/Harvard; https://sites.fas.harvard.edu/~hsp/about.html
*7https://www.merit.unu.edu/about-us

*8https://www.sv.uio.no/english/research/phd/structure/TIK.html

*9https://www.jst.go.jp/crds/report/report04/CRDS-FY2017-RR-03.html

*10Jurecki and Wander (2012)
*11https://www.scholastic.com/teachers/articles/teaching-content/scientific-thinking-step-step/
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法リテラシー」であると理解した上で、簡単に紹介したい。具体的には、看護師の離職に関する研

究 (中嶋文子 et al., 2015)を事例として取り上げ、概ね９ステップに分けてそのフレームワークを
以下に解説する。

1 何が問題：（先行研究に基づく）詳細な定義と限定

日本人が試みられる何割もの研究は、トピックがボンヤリし過ぎて、限定不十分である。例えば

「看護師と燃え尽き」と題しても、何をどのようにしたいかは、読者にも、研究者にもクッキリ見

えてこない。「Aと B」という題目ではなく、「Aの中の Bを何で改善できるか」というように、疑
問符付きの研究課題がより限定しやすいものである。複数の要因が絡んでいる場合、一つだけに絞

るとか、複数の対策を考えられるのならば、一つに絞るとか、複数の地域や対象群を考えられるの

ならば、一つに絞るとかいうプロセスは重要である。

2 問題を解決したら、誰の利益のために、誰が払うべきか

無限な財産と人材があれば、様々な問題を解決できよう。逆に、財産と人材は有限だからこそ、

その有益な使い道を賢く検討せねばならないわけである。救急医療ではトリアージュという言葉も

使うが、全ての問題を同時に解決できない場合、ほって置いても自然に治るものと、いくら努力し

ても治せないものとを後回しにし、最小限の投資で最大限の効果を得られる相手を最優先する事

が、その発想である。小生が研究する看護離職の場合、「看護師の給与を 2倍以上に上げる」とい
う案は一見ご尤もだが、それだけ払う患者や病院もいなければ、国家予算でも無理な話である。患

者・病院・国家にしても、看護師に離職されて欲しくないが、それだけの予算はかけられない。或

いは、遺族カウンセリングを例にしても、「遺族は笑顔になった」という効果は望ましい限りだが、

それだけでは、国も病院もカウンセラーの給与を払えないであろう。むしろ、遺族の健康が良くな

り、仕事に復帰して納税が殖え、医療福祉の依存率が下がったために医療赤字が軽減された、とい

う証明ができれば、その政策で得られる余剰の経費の一部を遺族カウンセリングにかけても良いこ

とになろう。このように、コスト・ベネフィットの証明は無いなら、ただ「グッドアイディア」だ

けでは、政策に現実味がないのである。

3 問題の根本原因は何？　特定できるか？　それで改善できるか？

事件や事故などが生じてから、原因の究明は一種の常識にはなっているが、特定できない場合

と、特定できても直せない場合は非常に多い。例えば地震や津波の原因が分かっても、だからと

言って原因を止められるわけでもない。あるいは、自殺などには無数の要因が絡んでおり、「根本

原因」などには絞り難い。看護師離職の場合も、仮に夜勤や休日勤務、責任感と業務上のストレ

ス、認知症患者などが原因だと分かったところで、夜と休日に看護を一切やらず、責任と業務をい

い加減にしておいて、認知症患者の看護を辞める、などというわけには行かない。つまり、原因究
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明は、参考にすべきものではあるが、それがすぐ対策に繋がるとは到底言えないのである。

4 根本原因は直せないとしたら、考えられる対策は何？

では、原因は直せない場合、繰り返しを避けるための予防策をどのように考えられようか。地震

や津波自体を避けられないならば、せめて地震や津波に弱い、活断層や海岸線の真上に原発の建設

を避けられるであろう。あるいは、自殺の唯一根本原因などは特定できなくても、自殺する手段

（拳銃や木炭）を制限することによって、自殺率を減らせるかも知れない。看護師離職の場合も、

勤務条件は変えられないとしても、看護師のやりがい感を高めて、良い精神状態を守る方法があれ

ば、辞められずに済むようになるかも知れない、などの仮説を思いつかれるであろう。

5 上記 3ないしは 4に基づく対策の前例・成功例はないか？（質的
研究）

次に、問題の原因を避けられるか、手段で予防できるか、徹底的な先行研究で前例や成功例が調

べたいものである。例えば北欧のサマータイム制度の導入によって、市民の電力消費を減らす政策

が成功している国もある*12 。但し余計に冷房を使われる地域では、その逆の結果も報告される*13

。或いは、拳銃や木炭の販売を制限することで、自殺率を減らした香港のような例もある。病院に

よっては離職率は全く違うが、同じ勤務態勢と給与であっても、辞められる病棟と辞められない病

棟のどこが違うか、ということを研究してみると、重要な対策を見付けることがある。また前例が

多いほど、行政の方々に対しても後々説明・説得するためにも役立つ。

6 政策作成のため、何のデータが必要か

政策のための科学は、データを根拠にするわけであるから、事前に必要な裏付けとなるデータを

重々検討しておかねばならないものである。そのデータの信憑性と応用性も重要になってくる。第

一、自分でデータを探す前に、先行研究は既にどのようなデータを集めているか、複数の症例研究

をメタ分析できないかなどと考える。自分で調査するとしても、新たな尺度は創造せず、既にその

業界・分野で信憑性の高いものを借用する方が、後々まで比較できる対象になる。例えば、看護

師の燃え尽きについては、Pines, Maslach, Zaritの 3名の研究者がそれぞれ作成された種類の尺度
は*14 世界的に使われているので、それぞれの強弱・長短を理解した上、最適なものを選ぶ。そし

て調査してしまってからでは、「これも訊いて置けば良かったのに」とはならないように、質疑と

政策の論理的関連性を調査前に確認する。

*12https://doi.org/10/1016/j.enpol.2011.03.057

*13https://www.wsj.com/articles/SB120406767043794825

*14全部 http://www.acqol.com.au/instruments/instrument.phpでご参照。
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7 新しいデータはどこから集められ、どう解釈できるのか（量的

研究）

自分で調査を試みる場合、実現可能な対象群や、アンケートならその回答率も吟味せざるを得な

い。後になって、「私たちのデータを使って欲しくない」と対象群に言われても困るので、事前に

その使い道を説明して、許可を取る必要が生じる時もある。二種類以上の要因の関連性を解析した

い場合、一方通行の関連性を保証できるか、それとも関連性を証明しても、因果は証明できないの

とでは、その価値が全く違う。例えば患者の認知度と看護師の疲弊を関連づけた場合、疲弊が上が

れば相手の認知度も上がるとは考え難いので、認知度→看護師疲弊という一方通行の論理は成り立

つ。だが、同僚との関係の悪化は、疲弊の原因とも結果とも成り得るので、相関性を示しただけで

は、どちらが原因かは言えない。また対象群の代表性や問題解決への関連も重要である。代表的と

は言いきれない対象群を計っても、政策提案の際に説得力を欠くこととなるので、データの論理と

応用を耐えず念頭に置きたい。

8 量と質的研究によって、パイロット対策の実行と評価を検討

データを解析した上で、問題対策の介入法を企画したいが、一気に全国的な政策は実行できな

い。その前に、確認と評価できる程度の小規模のパイロットとして始めることが良い。例えば、看

護師のやりがい感や自己成就感の欠如は燃え尽きの大きな原因であることを、中嶋他の研究で発

見・証明できた。次のステップは、近くの病院の看護師定期研修会で、看護師のやりがい感や自己

成就感を高める介入を試みることにした。看護師のやりがい感や自己成就感を高める研修や面談、

また簡単な質問紙を加えてみた。後に、以前と同様なアンケート調査を行うと、やりがい感や自己

成就感のみならず、それによって燃え尽き要因は軽減・延長された傾向が見られ、介入の有用性は

評価できたのである。

但し、自己成就感を高める研修や面談が行えたのは、やりがい感研究に詳しい同僚であった。介

入は有益とわかっても、その数名の同僚は全国をカバーできない。従って、看護師定期研修にやり

がい感や自己成就感を高める教材を用いることや、ファシリテーターを育成することが、問題対策

の介入法として残された課題となる。

9 どの政策者に紹介すれば、利点を理解し、実行する権限を持つ

のか

上記の３でも、根本原因が分かっても解決策には及ばないと指摘した。同じ様に、良さそうな改

善策を実験的に証明しても、行政や企業はそれを政策まで取り入れてくれるとは必ずしも限らな

い。実社会で取り入れてもらうには、実験や統計学的証明だけでは足りない。人々に、これまでに
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やっていない行動を取って頂くためには、その人々が動き出すだけの利益を宣伝して、信じてもら

わねば始まらないのである。無論、行政や企業を説得する作業自体は、大学の研究外と言えよう。

しかし、実現は到底見込めないならば、研究自体は虚しくなる。つまり、前もって、権限を持つ責

任部局や有力者の誰々に対して、どのようにアピールできるかを考えて置く必要がある。

今後は少しずつ、産学官連携が実現すれば、学者の研究結果を実社会（産と官）に伝えるチャン

スは増えるかも知れないが、その交流が増えたからと言って、学者の証明した政策を即に取り入れ

てもらえるとは考え難い。つまり、政策のための科学を試みている初期段階からでも、本研究の

セールズポイントを明快に熟慮する必要がある。例えば、「これだけの人材と経費をこの政策に投

資しておけば、どれくらいの人材がさらに働けて、結果的にどれくらいの経費削減につながるの

か」というような質問を、データに基づいて試算して、政策者に対して分かりやすく訴えられる様

に準備しておく。それだけでも十分条件とは限らないが、そのような利点は考えられない場合、実

際に政策のための科学には到らないのである。

10 結語

上記で見てきたように、大学で育てるべき科学リテラシーは、単なる数学の計算法や化学の元素

周期表の暗記という意味ではない。むしろ根本から物事を科学的に考えることである。問題の定義

や設定、データの収集法と分析法、さらにはそれを問題解決に結ぶ論理と説得力までも必要と言え

よう。ジョン・デューイが提唱した様に*15 、この類の科学リテラシーは大学院教育に限ったもの

ではなく、いずれは全国民に学ぶべきものとも言えよう。たとえそれが高すぎる理想だとしても、

取り敢えずは、STIPSの政策のための科学プログラムにおいては、上記の様な考え方をしっかりと
身に付けて頂くよう、教育していきたいものである。
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関連する拠点授業科目、関連する研究プロジェクトの情報

•「政策のための研究方法論演習」（京都大学）
•「科学技術コミュニケーション演習」（京都大学）
•「科学技術イノベーション政策特別演習」（京都大学）
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